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自動車盗難等防止のための埠頭の管理強化の推進について

平成１４年中の自動車盗の認知件数は、６万２，６７３件で、平成１３年に比べ６

０２件減少したが、本年は、５月末現在で、２万７，１７４件で平成１４年同期に比

べ１，４９７件の増加となっている。また、外国の捜査機関が国際刑事警察機構のデ

ータベースを照会した結果、日本国内で窃取された車両であることが判明した車両台

数は、平成１２年から平成１４年までの３年間で２，１７５台となっているほか、税

関においても、平成１３年と平成１４年の２年間で４１９台の盗難自動車が発見され

ているなど、依然海外への不正輸出の状況がうかがえるところである。

自動車盗難等防止対策については、「「自動車盗難等防止行動計画」に基づく対策

の推進について」（平成１４年２月２８日付け警察庁丙生企発第１７号、警察庁丙国

二発第８号、警察庁丙刑企発第１１号、警察庁丙捜一発第４号）により推進されてい

るところであるが、この度、自動車盗難等防止に関する官民合同プロジェクトチーム

において、別添の「埠頭の管理強化マニュアル」（以下「マニュアル」という。）が

策定されたところである。

各都道府県警察においては、下記の点に留意の上、関係機関・団体と連携を図りつ

つ、埠頭の管理強化に向けた施策を推進されたい。

なお、埠頭を有しない県においては執務の参考とされたい。

記

１ マニュアル策定の趣旨

マニュアルは、盗難自動車の不正輸出の防止を図るため、都道府県及び市町村を

始めとする埠頭管理者と警察、税関等の関係行政機関が緊密に連携し、埠頭管理を

一層強化することを目的として策定されたものである。

２ マニュアルに基づく埠頭の管理強化

( ) 盗難自動車の不正輸出に関する情報の収集1

自動車盗難の状況等に応じた埠頭の管理強化を推進するため、警察においては、

盗難自動車の不正輸出に関する情報の収集に努めること。



( ) 埠頭管理関係者、税関等との連携強化2

マニュアルに基づく埠頭管理者のための情報交換会を開催するなど、埠頭管理

関係者（港湾管理者、港湾事業者等）、税関等との連携を強化すること。

なお、財務省から各税関に対して、国土交通省から各港湾管理者に対して、そ

れぞれマニュアルが配付されている。

３ 地域自動車盗難等防止協議会の活用及び設置促進

埠頭管理関係者と盗難自動車の不正輸出に関する情報交換や埠頭の管理強化に向

けた検討等を行うに当たっては、地域自動車盗難等防止協議会の活用も視野に入れ

ること。

なお、同協議会については、平成１５年５月末現在３３都道府県において設置さ

れているところであるが、未だ設置されていない府県においては、引き続き協議会

の設置促進に努めること。
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はじめに

自動車の盗難は、平成１０年までは３万５，０００件前後で推移していま

したが、ここ数年で急激に増加し、平成１３年には６万件を超えるに至りま

した。

このような状況にかんがみ、平成１３年７月、「国際組織犯罪等対策推進

本部」が設置され、同本部決定に基づき設置された「自動車盗難等の防止に

関する官民合同プロジェクトチーム」において、「自動車盗難等防止行動計

画」が策定されました。

現在、これに基づいて、自動車盗難防止対策、自動車盗難事件に対する取

締り、盗難自動車の不正輸出防止対策及び海外における盗難自動車の被害回

復支援の取組みが推進されているところであり、これまで、特に、イモビラ

イザー（電子式移動ロック装置）の普及促進や自動車の使用者に対する防犯

指導及び広報啓発等に取り組んだ結果、平成１４年中の自動車窃盗の認知件

数は、６万２，６７３件と前年比６０２件の減少となりました。

しかし、平成１０年以前と比較すると、依然として高い水準にあるほか、

不正輸出による売却利益を目的とした自動車盗難事件が検挙されている実態

から、盗難自動車の不正輸出の防止を目的とした埠頭の管理強化の必要性が

ますます高まっています。

このマニュアルは、盗難自動車の不正輸出防止の観点からの埠頭管理の在

り方を示したものであり、これを活用して、都道府県及び市町村を始めとす

る埠頭管理者と警察、税関の関係行政機関が緊密に連携して、埠頭の管理の

一層の強化により、盗難自動車の不正輸出の防止が図られるよう期待するも

のです。

平成１５年３月

自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム
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埠頭の管理強化マニュアル

１ 自動車盗難防止等の取組み強化の背景

自動車の盗難は、ここ数年で急激に増加しています。その原因のひとつ

として、最近の検挙事例から、窃取した自動車の不正輸出等による売却利

益を目的とした組織的犯罪の増加によるものと推定されています。

このような中、国際組織犯罪等に対し、関係行政機関が緊密な連携を図

ることにより、有効かつ適切な対策を総合的かつ積極的に推進するため、

平成１３年７月１０日、内閣官房長官を本部長、国家公安委員会委員長を

副本部長、関係副大臣等を構成員とする「国際組織犯罪等対策推進本部」

が設置され、同８月２９日、同本部において「国際組織犯罪等に係る今後

の取組みについて」が決定されました。この決定に基づき、「自動車盗難

等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」が設置され、平成１４年

１月２３日、「自動車盗難等防止行動計画」が取りまとめられました。こ

れは、自動車盗難及び盗難自動車の不正輸出を防止するための総合的な対

策について検討を行い、自動車盗難及び盗難自動車の不正輸出を防止する

ための総合的な対策について目標を設定し、実施の指針を示すことを目的

とするものです。

この計画では、平成１４年１月から平成１８年１２月までの５年間にお

ける行動計画の実行により、自動車盗難被害件数について、１～２年で増

勢傾向に歯止めを掛け、その後減少を図ることを目標としています。

（自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチームの構成表）

官庁 警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省

団体 （社）日本損害保険協会、（社）日本自動車工業会、全国共済農

業協同組合連合会、（社）全国警備業協会、（財）全国防犯協会

連合会、（社）全国レンタカー協会、（社）全日本検数協会、

（社）全日本駐車協会、（社）日本貨物検数協会、（社）日本建

設機械工業会（オブザーバー）、日本自動車車体整備協同組合連

合会、（社）日本自動車整備振興会連合会、（社）日本自動車販

売協会連合会、日本自動車輸入組合、（社）日本自動車連盟、

（社）日本中古自動車販売協会連合会、（社）日本防犯設備協会
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２ 自動車盗難及び盗難自動車の不正輸出の現状

（１）自動車盗難の現状

警察庁の統計によると、自動車窃盗の認知件数は、平成１０年までは

３万５，０００件前後で推移してきましたが、平成１１年以降急激に増

加し、平成１１年に４万３，０９２件、平成１２年に５万６，２０５件、

平成１３年には６万３，２７５件に達し、前年に比較して１２．６パー

セント増加しています。

平成１４年は、高級車を中心としたイモビライザー（電子式移動ロッ

ク装置）の普及促進や自動車の使用者に対する防犯指導及び広報啓発等

の取組み等により、６万２，６７３件とわずかに減少しましたが、依然

として、１か月の認知件数が５，０００件を超える情勢にあります。

（自動車窃盗の認知件数の推移）

自動車盗の特徴的傾向としては、平成１０年には、エンジンキーを

付けていた状態（キー付き）で盗まれたケースが１万８，７５２件、

エンジンキーを付けていない状態（キーなし）で盗まれたケースが

１万７，１３２件と、平成１０年まではキー付きで盗まれたケースの方

がより多かったのですが、平成１１年には、キーなしで盗まれたケース

が２万３，８５８件、キー付きで盗まれたケースが１万９，２３４件

と、平成１１年からはエンジンキーを付けていないキーなしの状態で盗
まれたケースの方がより多くなっています。

平成１４年中においては、キー付きで盗まれたケースは２万２０４件

と、前年に比較して１，５３９件減少しましたが、エンジンキーを付け

ていないキーなしの状態で盗まれたケースは４万２，４６９件と、前年

と比較して９３７件増となっており、依然増加を続けています。
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（自動車窃盗のキー付き、キーなし別認知件数の推移）

また、高級車の被害は顕著であり、自動車窃盗の認知件数のうち、被
害額３００万円以上の高級車被害の占める割合は、平成５年は、６．８
パーセントを占めていたが、平成６年に８．６パーセント、平成７年に
９．１パーセント、平成８年に１２．６パーセント、平成９年に１４．５
パーセント、平成１０年に１６．０パーセント、平成１１年に２１．１
パーセント、平成１２年に２２．１パーセントと一貫して増加を続けて
いました。

その後、高級車を中心としたイモビライザー(電子式移動ロック装置)
の普及促進の取組み等により、平成１３年以降は、高級車の被害は減少
に転じ、平成１４年には、被害額２００万円以上３００万円未満の自動
車窃盗の件数が、被害額３００万円以上の高級車窃盗の件数を上回る状
況になっています。

（自動車窃盗の被害額区分別認知件数の推移）

これら自動車窃盗の増加の原因は、必ずしも明確ではないが、最近の

検挙事例から見ると、単に車を乗り回す目的で盗むのではなく、売却利

益を目的とした組織的犯罪の増加が原因と推定されています。盗難自動
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車が外国において発見されている事例も多く、盗難自動車の売却先は、

国内に限られず、外国にも不正輸出されているものと見られています。

他方、検挙状況については、捜査の困難化に伴い、検挙件数が平成１

０年から次第に減少していましたが、警察において、平成１２年８月、

組織的に敢行される自動車盗事件を「特定重要窃盗犯」の一つに定め、

緊急の取組み強化を行ったこと等により、平成１３年は、前年に比べ、

検挙件数・人員とも、やや増加したものの、平成１４年は双方とも再び

微減しました。

（自動車窃盗の認知件数、検挙件数及び検挙人員の推移）

自動車盗難の発生場所としては、（社）日本損害保険協会の調べによ

ると、屋外の契約駐車場が最も多く４４．５パーセントを占め、次いで

屋外の自宅敷地が１６．９パーセント、路上１１．４パーセントの順と

なっています。

また、警察庁の統計によると、自動車盗難の発生時間帯は、午後１０

時から翌日の午前４時まで頃に集中しています。
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（平成１４年中の自動車窃盗の時間帯別認知件数）

自動車窃盗の手口としては、最近の事例から見ると、コンビニ等でエ

ンジンキーを抜かずに駐車し、車から離れた隙に盗まれた事例、ドアロ

ックした自動車については、ドアのガラスを割られたり、合鍵を短時間

のうちに作製されドアロックを解錠されて盗まれた事例、自動車登録制

度を悪用して自動車の所有者の住所等の個人情報を調べることにより盗

まれた事例等が報告されています。

（２）盗難自動車の不正輸出の現状

盗難自動車の不正輸出の現状については、把握の手段に乏しいものの、

自動車の盗難台数と外国で発見された盗難自動車の台数及び我が国にお

いて発見された盗難自動車の台数の差等から盗難自動車の不正輸出が増

加していることが推定されています。

盗難自動車の不正輸出についても、検挙の結果等から、売却による利

益を目的とした組織的犯罪と推定されています。すなわち、自動車の窃

取から盗難自動車の不正輸出、外国における売却までが一連の活動とし

て行われているものと推定されています。

盗難自動車の不正輸出の手口としては、盗難自動車を自動車用エンジ

ン、部品、電化製品等と品名を偽って輸出申告する、車台番号を改ざん

して輸出申告する、あるいは偽造した抹消登録証明書を用いて輸出申告

するなどの手口による事件が検挙されています。

税関により発見された盗難自動車の台数は、下表のとおりです。

（税関における盗難自動車等の発見件数及び台数）

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

０～２ ２～４ ４～６ ６～８ ８～１０ １０～１２ １２～１４ １４～１６ １６～１８ １８～２０ ２０～２２ ２２～２４ 不明

件

時

発見盗難品 １３年件数 １３年台数 １４年件数 １４年台数 対前 年比 台 数
乗用車 146件 269台 109件 150台 55.8％
バイク 174件 621台 135件 276台 44.4％
ダンプ等貨物車 31件 36台 12件 12台 33.3％
建設重機 18件 27台 37件 46台 170.4％
部品 3件 3台分 26件 56台分 18.7倍
合　　　　計 372件 956台 319件 540台 56.5％
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【主な摘発実績】

○ 平成１３年１０月、深夜に、停泊中の船舶に盗難自動車３台を積み込

み、不正に輸出しようとしたところを、情報に基づき、税関、海上保安

庁及び警察と合同による船内検査により摘発した。

○ 平成１３年１２月、中古自動車１台の輸出申告があり、抹消登録証明

書原本を確認したところ、印字位置のずれ等不審な点があったことから

検査を実施し、警察に通報したところ、盗難自動車のエンジンを積載し

ていることが判明した。

○ 平成１４年７月、情報に基づき、岸壁に停泊中の船舶を検査したとこ

ろ、本船のハッチ内から合計９台の不審車両を発見し、警察に通報した

ところ、盗難自動車であることが判明した。

○ 平成１４年１０月、中古自動車３台及び自動車部品の輸出申告があり、

検査を実施したところ、申告された中古自動車とは異なる車台番号であ

ったことから、警察に通報したところ、盗難自動車であることが判明し

た。

○ 平成１４年１２月、中古自動車３台の輸出申告があり、検査を実施し

たところ、車台番号付近の塗装が簡単にめくれ、車台番号に改ざんされ

た疑いがあったことから、警察に通報したところ、盗難自動車であるこ

とが判明した。
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（海外で発見された盗難自動車の台数）

ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ 114

南ｱﾌﾘｶ 173

ﾀﾝｻﾞﾆｱ 29

ｻﾞﾝﾋﾞｱ 56

ﾅﾐﾋﾞｱ 164

ｲｷﾞﾘｽ
1,175

ﾄﾞｲツ135

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ
56

ｽｲｽ 50

ﾛｼｱ 23

ｱｼﾞｱ州 5

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 26

その他ｱﾌﾘｶ諸国
16

その他NIS諸国
10

その他欧州 8

ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ
9

ﾎﾞﾂﾜﾅ 20

ﾚｿﾄ 17

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
8

ｳｶﾞﾝﾀﾞ
12

ｶﾞｰﾅ 5

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ 10

ｲﾀﾘｱ 13

ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ 19

ﾉﾙｳｪｲ 5
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

10

ｷﾌﾟﾛｽ 6

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 1

注：外国の捜査機関がインターポールのデータベースを照会した結果日本国内で盗難にあった車両であることが判明した車両台数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０００年１月～２００２年１２月）
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３ 「自動車盗難等防止行動計画」の主な内容

「自動車盗難等防止行動計画」では、関係機関・団体は、平成１４年１

月から平成１８年１２月までの５年間に、次のような対策に取り組むもの

とされており、現在、関係機関・団体において実行に移されています。

（１）自動車盗難防止対策

自動車の盗難を防止するため、次のような対策が推進されています。

・ 盗難防止性能の高い自動車の普及

・ イモビライザーの普及促進

・ 自動車の使用者に対する防犯指導及び広報啓発

・ 盗難車種情報、手口情報等の自動車盗難に係る情報の提供

・ 民間における盗難自動車情報の共有化

（２）自動車盗難事件に対する取締りの強化

警察では、自動車盗難事件の捜査を重点的に推進するなど取締りを強

化しています。

（３）盗難自動車の不正輸出防止対策

ア 盗難自動車に関する情報交換等

平成１４年４月から、警察の盗難自動車に係る情報の税関への提供

が開始され、通関時のチェック態勢が強化されました。また、運輸支

局等の登録情報についても、平成１４年７月から、税関への提供が開

始されました。

民間分野でも、（社）日本損害保険協会及び全国共済農業協同組合

連合会から検数業界に対し盗難自動車に係る情報を提供し、不審事案

の通報が行われています。また、中古自動車販売業者等からの不正輸

出に関する不審情報が、盗難自動車の不正輸出防止対策に役立てられ

ています。

イ 装備資機材の拡充

税関では、コンテナ貨物大型Ｘ線検査装置の配備を引き続き進め、

不正輸出のおそれのある貨物の厳正な検査を行うこととしています。

（平成１５年度末までの大型Ｘ線検査装置の配備状況）

横浜港、神戸港、大阪港、東京港、名古屋港、博多港、苫小牧港、

新潟港、清水港、北九州港 以上１０港１０台

ウ 審査・検査等の強化

税関では、中古自動車等の輸出申告（旅具通関を含む。）に際し、

可能な限り抹消登録証明書原本の呈示を求め、必要に応じて車台番号

を確認するなど、盗難自動車の不正輸出に対する審査・検査を強化し

ています。
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盗難自動車の不正輸出を防止するため、警察・税関は、港の埠頭内

・埠頭周辺におけるパトロールを強化するとともに、不審船舶を発見

したときは税関・警察合同による取締りを実施しています。また、盗

難自動車が発見された場合は、共同で捜査又は調査するなどしていま

す。

エ 輸出に係る抹消登録制度等の整備

輸出抹消登録制度等の整備を内容とする道路運送車両法の一部を改

正する法律が、平成１４年７月１７日に公布され、その日から２年６

月以内で政令で定める日から施行されることとされました。

（４）海外における盗難自動車の被害回復支援

不正に輸出された盗難自動車が海外で発見される事例も多く、都道府

県警察では、被害者への連絡等被害回復の支援に当たっています。

４ 盗難自動車の不正輸出の防止のための埠頭の管理強化

上記のような対策が更に効果的に行われるためには、盗難自動車の不正

輸出を防止する観点から、埠頭の管理の一層の強化を図ることが重要であ

り、平成１３年７月、国土交通省から各港湾管理者にあてて埠頭の管理強

化が要請されています。

以下は、自動車盗難の状況等に応じた埠頭の管理強化、埠頭管理施設の

整備に関する埠頭管理関係者（港湾管理者、港湾事業者等）・警察・税関

等の事前協議について説明したものです。これを参考にして埠頭の管理強

化が進められることが望まれます。

（１）自動車盗難の状況等に応じた埠頭の管理強化

盗難自動車の不正輸出の防止を図るためには、自動車盗難の状況から

判断して、十分な埠頭の管理強化を進めることが必要です。また、埠頭

の用途や貨物の取扱量等の事情によっても、埠頭の管理強化の必要性や

その程度が変わってくるものと考えられます。

盗難自動車の不正輸出については、多く見られる手口や予想される手

口についての情報を集約して、各埠頭に存在する弱点を見付け出し、こ

れに対応した監視装置や照明装置等を設置すること等により、実効ある

埠頭の管理強化が推進されることが望まれます。

（２）埠頭の管理強化に関する埠頭管理関係者・警察・税関等の連携

自動車盗難の状況や埠頭の実情に応じた管理の強化のためには、埠頭

管理関係者が警察・税関等関係機関と情報交換を緊密に行うなど、十分

な検討を進めた上で、埠頭の管理強化の在り方を検討していくことが重

要です。

以下は、埠頭の管理強化に関する埠頭管理関係者・警察・税関等の連

携の一例です。
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（例）

① 埠頭管理関係者・警察・税関等による情報交換会の実施

埠頭管理関係者・警察・税関等が一堂に会し、港湾における埠頭
の使用状況、その地域における自動車盗難の実情や他の犯罪情勢、
不正輸出の検挙状況等、関連する情報を提供し合います。その上で、
対策が必要な埠頭の位置、実施すべき対策の内容等について総合的
に議論を行います。

② 埠頭管理関係者による埠頭の管理強化策の検討

埠頭管理関係者は、①の議論を参考にしながら、監視装置、照明
装置の設置等のハード面の対策や警備員の配置等のソフト面の対策
を盛り込んだ具体的な埠頭の管理強化策の検討を行います。

③ 埠頭の管理強化策のブラッシュアップ

埠頭管理関係者は、②の埠頭の管理強化策を、警察・税関等の意
見を求めることにより、埠頭の管理強化策のブラッシュアップを行
います。これに当たっては、埠頭管理関係者・警察・税関等が埠頭
の現場を実地に見分するなどして、この段階でも問題点がないかど
うかを見極めていきます。

④ 埠頭の管理強化策の実施、検証及び改善

埠頭管理関係者は、③を踏まえて埠頭の管理強化策を実行に移し
ます。ハード面の整備が終了し、ソフト面の実施が開始された時点
から、一定の期間（２～３か月）の経過の後、対策の効果の検証を
行います。

この場合にも、埠頭管理関係者・警察・税関等が情報交換を行う
ことにより情報集約を図り、実効が挙がっているか、問題を生じて
いる点はないか等を検証します。
検証の結果、改善が必要と認められる箇所等に改善を加えていき

ます。

以上のように、埠頭管理関係者・警察・税関等の連絡は、各段階で
行われることがよりよい結果を導く上で効果的と思われます。そのた
め、埠頭管理関係者・警察・税関等で連絡協議会を設置するなど、連
携強化の工夫が望まれます。

別添の事例も参考にしつつ、埠頭の管理の強化に向けた取組みをお
願いします。
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資 料

１ 埠頭における盗難自動車の不正輸出の防止を目的とした管理

強化例

２ 特定重要港湾及び重要港湾の港湾管理者、管轄税関及び都道

府県警察本部一覧表

３ 盗難車両の不正輸出防止を図るための埠頭の管理強化につい

て

４ 国際的枠組の下での港湾施設のセキュリティ対策の早急かつ

的確な実施に向けて

５ 自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチームの

設置について

６ 自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム構

成員

７ 自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム会

議議事経過



資料１

都道府県別 港湾の名称 港　　の　　概　　要 取　　　組　　　み　　　の　　　内　　　容 備考

神奈川県 横浜港 　横浜港は、１８５９年（安政６年）に開港し、１４０
余年の歴史を有する我が国を代表する国際貿易港であ
る。平成９年に改訂された港湾計画の方針では、中枢国
際港湾としての機能の充実・強化等が掲げられ、平成１
７年の取扱貨物量の目標を１４６，３０７千トンに定
め、整備が進められている。平成２年に完成した横浜港
最大の島式埠頭である大黒ふ頭では、３２２ヘクタール
の埋立地に整備されたコンテナバース、多目的バース等
２５バースから年間約３０万台の自動車（新車２３万
台、中古車７万台）が輸出され、中古車は、アフリカ等
へ輸出されている。この中古車の中から現在まで、盗難
自動車が多数発見されていることなどから、横浜市港湾
局では、横浜港の危機管理体制を構築し、港の安全確保
と機能の維持に努めている。

　（ハード面の取組み）
　大黒ふ頭への関係者以外の立入り、進入を規制するため、「立入、進入禁止」の表示の設置、
脇道への進入禁止ゲートの常設、夜間においては、警備員を配置した１箇所のゲートを除き、埠
頭内各ゲートを閉鎖して、関係者以外の立入り、進入を排除している。このほか、フェンスの設
置、主要バース入口への警備員の配置、照明設備の設置による監視体制が取られている。
　また、スポーツ広場や海釣り公園を利用する一般利用者の混入を防ぎ、一般利用者の利用に配
意して、埠頭内へ海釣り専用道路を設置している。
　（ソフト面の取組み）
　船積み前における荷捌地に蔵置されている車両の確認、調査等、埠頭内の巡視を強化して、不
審車両等の監視強化に努めているほか、「埠頭会」等を通じて、中古自動車輸出取扱業者への盗
難自動車の混入防止の注意喚起、警察・税関・海上保安庁等との連絡、連携体制の強化が図られ
ている。
　また、埠頭内に営業所、事業所を設置している店社等を会員とする「大黒ふ頭連絡協議会」で
は、「防犯防火部会」を設置して、警察、税関等との共同パトロールを実施している。

別添１参照

北海道 小樽港 　小樽港は、１８９９年（明治３２年）に開港し、古く
からロシア、遠くはヨーロッパとの外国航路を有する国
際貿易港である。小樽港に入港する外国船は、年間約
１，２００隻で、このうちの約８０パーセントがロシア
船で、次いで北朝鮮、カンボジアとなっている。年間の
取扱貨物量は約２３，３００千トンで、農水産品、金属
機械工業品を中心に輸出されている。近年では、港を背
後に大型組織犯罪や外国人犯罪が増加し、ロシアマフィ
アと暴力団が結託した大量の盗難自動車の不正輸出事件
やけん銃の密輸入事件が起きている。小樽市では、小樽
港の管理体制を強化し、港の安全確保と機能の維持に努
めている。

　（ハード面の取組み）
　小樽港埠頭への関係者以外の立入り、進入を規制するため、「立入、進入禁止」の表示の設
置、ゲート、ガードレール等進入禁止ゲートの設置、夜間においては、施錠による封鎖と合い鍵
の管理強化により、関係者以外の立入り、進入を排除している。このほか、フェンス、監視カメ
ラ、照明設備の設置による監視体制が取られている。
　（ソフト面の取組み）
　埠頭内のパトロールを強化して、不審車両等の監視強化に努めているほか、警察、海上保安
庁、税関、入国管理局による「小樽港水際対策連絡会議」を設置して、情報の共有化、通報連絡
体制の強化に努めるとともに、北海道警察機動隊員の支援による合同検問、パトロールを実施す
るなど連携の強化が図られている。
　また、船舶検査員の協力を得て、小樽港に入港する構造上問題のある船舶の入港拒否、早期出
港の処分を行っている。

別添２参照

富山県 伏木富山港 　伏木富山港は、富山湾の伏木港、富山港、富山新港の
３港からなり、１９６８年（昭和４３年）に開港した富
山新港を除き、古くから中国、ロシア、朝鮮等との外国
航路を有する国際貿易港である。伏木富山港に入港する
外国船は、ロシア、中国、韓国、東南アジア等から年間
約１，７００隻であり、年間の取扱貨物量は約９，５０
０千トンで、自動車、金属くず、化学薬品を中心に輸出
されている。近年では、中古自動車の携帯品輸出の増加
に伴い、中古自動車の中から盗難自動車が発見されたほ
か、埠頭周辺への違法駐車、地域住民とのトラブル等が
発生し、富山県では、伏木富山港の管理体制を強化し、
地域安全の確保と港湾運営の円滑化に努めている。

　（ハード面の取組み）
　伏木、富山、富山新港各埠頭の１岸壁を中古自動車の積込み岸壁として指定するとともに、荷
捌地に中古車置場を設置して、既存のコンクリート壁、フェンス等により囲み、盗難自動車の混
入を防ぐなどの監視体制が取られている。このほか、港各埠頭への関係者以外の立入り、進入を
規制するため、「立入、進入禁止」の表示を設置して、関係者以外の立入り、進入を排除してい
る。
　（ソフト面の取組み）
　警察、海上保安庁、税関、入国管理局、船舶代理店等による「伏木富山港地域安全関係連絡会
議」を設置して、埠頭の管理運営上の問題の検討・協議、情報の共有化、通報連絡体制の強化に
努めるとともに、合同検問、パトロールを実施するなど連携の強化が図られている。
　また、防犯協会で結成された地域住民によるパトロール隊「伏木いやさーパトロール隊」への
情報提供、連絡通報体制を図るなど地域住民による活動を支援している。

別添３参照

埠頭における盗難自動車の不正輸出の防止を目的とした管理強化例
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第１ゲート

第７ゲート

第１１ゲート

第８ゲート

第１４ゲート

第６ゲート

第５ゲート
第１０ゲート

第２ゲート

第１６ゲート

第１７ゲート

第１３ゲート
第１５ゲート

第１２ゲート

第９ゲート
第３ゲート

第４ゲート

凡　例

自由通行区域

港湾関係車輌通行区域

ゲート位置

工事による閉鎖区間

海釣り専用道路

大黒ふ頭の状況 横浜市大黒ふ頭の取組み

立入・進入禁止表示の設置

警備員の配置

埠頭の一般利用者のための海釣り
専用道路の設置

立入・進入禁止ゲートの設置（夜間
のみ封鎖）

バースへの照明の設置

バース内への立入・進入防止フェン
スの設置

脇道への立入・進入禁止措置（常時）

別添１



北海道小樽港の取組み

中央ふ頭第３ふ頭 港町ふ頭

埠頭内への立入、進
入禁止措置及び照明
の設置

バース内への立入、
進入禁止措置及び照
明の設置

埠頭内及びバース内
への立入、進入禁止
措置及び照明の設置

別添２



第３ふ頭の対策

立入禁止、物
品売買禁止表
示の設置

埠頭内への立入、進入禁止
ゲートの設置（夜間のみ封鎖）

港町ふ頭の対策

中央ふ頭の対策

バース内への立入、進入
禁止ゲートの設置（常時）

埠頭内への立入、進入禁止
ゲートの設置（夜間のみ封鎖）

埠頭内への立入、進入禁止
ゲートの設置（常時封鎖）

バース内への立入、進入
禁止ゲートの設置（常時）

バース内への立入、進入
禁止ゲートの設置（常時）

埠頭内への立入、進入禁
止ゲートの設置（常時）

バース内への立入、進入
禁止ゲートの設置（常時）



伏木富山港の取組み

伏木港

万葉ふ頭岸壁を指定

富山港 富山新港
１０号岸壁を指定 北２号岸壁を指定

１　中古自動車携帯品輸出の岸壁指定

２　輸出中古自動車置き場の設置

立入禁止表示の設置
輸出中古自動車置き場の設置と既存
フェンス等による分離措置

地域住民と連携したパトロール

別添３



資料２

所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ

苫小牧 特定重要港湾 開港 苫小牧港管理組合
総務部業務課 苫小牧市港町１丁目６－３８ 0144-34-5551 0144-34-5559

函館税関
苫小牧税関支署
統括監視官

苫小牧市港町1-6-15 0144-34-1953 0144-34-1989

室蘭 特定重要港湾 開港 室蘭市港湾部
港湾総務課 室蘭市海岸町１丁目２０－３０ 0143-22-3191 0143-22-6069

函館税関
室蘭税関支署
統括監視官

室蘭市入江町1-13 0143-22-7201 0143-23-5110

網走 重要港湾 開港 網走市水産港湾部
港湾課 網走市南６条東４丁目 0152-44-6111 0152-43-6151

函館税関
釧路税関支署
網走出張所

網走市港町5-8 0152-43-5811 0152-43-6609

石狩湾新 重要港湾 開港 石狩湾新港管理組合
港務部管理課 石狩市新港中央１丁目202番地 0133-64-6661 0133-64-6666

函館税関
小樽税関支署
石狩出張所

石狩市新港中央1-202 0133-64-6797 0133-64-7144

小樽 重要港湾 開港 小樽市港湾部
港政課 小樽市港町４番２号 0134-23-1107 0134-23-1109

函館税関
小樽税関支署
統括監視官

小樽市港町5-3 0134-23-4163 0134-24-2717

釧路 重要港湾 開港 釧路市港湾部
港湾空港課 釧路市西港１丁目100番地17 0154-53-3371 0154-53-3373

函館税関
釧路税関支署
統括監視官

釧路市南浜町5-9 0154-22-3730 0154-22-0875

十勝 重要港湾 開港 広尾町港湾課 広尾郡広尾町西４条７丁目１番地 01558-2-0185 01558-2-4933
函館税関
釧路税関支署
十勝出張所

広尾郡広尾町会所前6-2 01558-2-0406 01558-2-0407

根室 重要港湾 開港 根室市水産経済部
港湾課 根室市常盤町２丁目２７番地 01532-3-6111 01532-4-8692 函館税関

根室税関支署 根室市花咲港440番地 0153-25-8257 0153-25-8258

函館 重要港湾 開港 函館市港湾部管理課 函館市東雲町４番１３号 0138-21-3490 0138-26-2656 函館税関
監視部 統括監視官 函館市海岸町24-4 0138-40-4242 0138-40-4268

紋別 重要港湾 開港 紋別市
港湾管理事務所 紋別市幸町２丁目１番１８号 01582-4-2111 01582-3-1019

函館税関
釧路税関支署
紋別出張所

紋別市新港町2-28-2 01582-3-3500 01582-3-3507

留萌 重要港湾 開港 留萌市港湾振興室
港湾課 留萌市明元町２丁目１５番地 0164-42-4272 0164-43-4273 函館税関

留萌税関支署 留萌市大町3-37-1 0164-42-0467 0164-42-0480

稚内 重要港湾 開港 稚内市建設部港湾課 稚内市中央３丁目13番15号 0162-23-6161 0162-24-2719
函館税関
稚内税関支署
統括監視官

稚内市開運2-2-1 0162-23-3289 0162-23-5632

青森 重要港湾 開港 青森県青森港管理所
管理課 青森市本町四丁目５番５号 017-734-4101 017-776-1263 函館税関

青森税関支署 青森市青柳1-1-1 017-734-0780 017-777-5684

八戸 重要港湾 開港 青森県八戸港管理所
管理課 八戸市河原木字北沼１番地１３１ 0178-28-2105 0178-20-4746

むつ小川原 重要港湾 青森県むつ小川原港
管理所 上北郡六ヶ所村倉内字笹崎５２１番地２ 0175-74-2344 0175-74-2288

大船渡 重要港湾 開港
岩手県
大船渡地方振興局
土木部管理課

大船渡市猪川町字前田６－１ 0192-27-9919 0192-27-3225

釜石 重要港湾 開港
岩手県
釜石地方振興局
土木部管理課

釜石市新町６－５０ 0193-25-2708 0193-21-1106

久慈 重要港湾
岩手県
久慈地方振興局
土木部管理課

久慈市八日町１－１ 0194-53-4990 0194-61-1123
函館税関
八戸税関支署
統括監視官

八戸市築港街2-16 0178-33-0423 0178-31-0434

宮古 重要港湾 開港
岩手県
宮古地方振興局
土木部管理課

宮古市五月町１－２０ 0193-64-2221 0193-71-1239 函館税関
宮古税関支署 宮古市藤原3-114-2 0193-62-6559 0193-64-5773

（仙台港区）
宮城県仙台港湾事務
所総務班

仙台市宮城野区港３－８－２０ 022-254-3131 022-254-3136

（塩釜港区）
宮城県塩釜港湾事務
所総務班

塩竃市貞山通１－７－１３ 022-362-3391 022-362-3393

石巻 重要港湾 開港 宮城県石巻港湾事務
所総務班 石巻市中島町１７－２ 0225-95-6271 0225-95-6273

秋田 重要港湾 開港

能代 重要港湾 開港

船川 重要港湾 開港

山形県 酒田 重要港湾 開港
山形県土木部
交通基盤課
空港港湾室

山形市松波二丁目８－１ 023-630-2629 023-630-2664 東京税関
酒田税関支署 酒田市船場町2-5-43 0234-22-1024 0234-22-1035

山形県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

山形市松波2-8-1 023-626-0110
内線3022 023-630-2937

018-860-3804秋田県建設交通部
港湾空港課 秋田市山王４－１－１ 018-860-2542

仙台塩釜 特定重要港湾 開港
宮城県

都道府県別 港湾管理者 管轄税関 管轄警察本部港湾名 港湾種別 開港区分

北海道警察本部
生活安全部
生活安全企画課

札幌市中央区北二条西7 011-251-0110
内線3024  011-251-3291

青森県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

青森市新町2-3-1 017-723-4211
内線3032

017-723-4211
内線3019

岩手県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

盛岡市内丸8-10 019-653-0110
内線3022 019-653-2110

宮城県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

022-221-7171
内線3022

022-221-7171
内線3019

秋田県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

秋田市山王4-1-5

仙台市青葉区本町3-8-1

018-863-1111
内線3022 018-866-8145

特定重要港湾及び重要港湾の港湾管理者、管轄税関及び都道府県警察本部一覧表

平成１５年３月１日現在

0178-33-0423 0178-31-0434

大船渡市大船渡町字欠の下向
1-10

横浜税関
塩釜税関支署
統括監視官

塩釜市貞山通3-4-1

函館税関
八戸税関支署
統括監視官

八戸市築港街2-16

022-362-5271 022-362-5371

0192-26-2326 0192-26-6565

函館税関
秋田船川税関支署
統括監視官

秋田市土崎港西1-7-35 018-845-0735 018-846-4999

北海道

青森県

岩手県

函館税関
大船渡税関支署

秋田県



資料２

所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ
都道府県別 港湾管理者 管轄税関 管轄警察本部港湾名 港湾種別 開港区分

小名浜 重要港湾 開港 福島県小名浜港湾
建設事務所港営課 いわき市小名浜字辰巳町３８－１ 0246-52-2416 0246-54-1354

相馬 重要港湾 開港 福島県相馬港湾
建設事務所総務課 相馬市原釜字大津１８６－１ 0244-38-8331 0244-38-6682

大洗 重要港湾

鹿島 重要港湾 開港

日立 重要港湾 開港

常陸那珂 重要港湾 開港

千葉 特定重要港湾 開港

木更津 重要港湾 開港

東京都 東京 特定重要港湾 開港 東京都東京港管理事
務所ふ頭管理課 港区海岸2-7-104 03-5442-5368 03-3455-5869

東京税関
監視部 特別審理官
（第１担当）

江東区青海2-56 03-3599-6292 03-3599-6449
警視庁
生活安全部
生活安全総務課

千代田区霞が関2-1-1
03-3581-4321
内線30251 03-3502-2490

川崎 特定重要港湾 開港 川崎市港湾局
川崎港港務所業務課 川崎市川崎区東扇島38-1 044-287-6028 044-287-6038

横浜税関
川崎税関支署
統括監視官

川崎市川崎区千鳥町11-1 044-266-5642 044-266-2194

横浜 特定重要港湾 開港 横浜市港湾局
南部管理課運営担当 横浜市中区本牧ふ頭1-1 045-623-8231 045-624-3407

横浜税関
監視部 特別審理官
（第１担当）

横浜市中区新港町1-6-2 045-212-6080 045-201-4469

横須賀 重要港湾 開港 横須賀市港湾部
港湾総務課 横須賀市小川町11 046-822-8436 046-826-3210

横浜税関
横須賀税関支署
統括監視官

横須賀市田浦港町無番地 0468-61-1287 0468-61-1283

新潟 特定重要港湾 開港

小木 重要港湾

直江津 重要港湾 開港

両津 重要港湾

富山県 伏木富山 特定重要港湾 開港 富山県土木部港湾課 富山市新総曲輪１－７ 076-444-3335
（直通） 076-444-4419

大阪税関
伏木税関支署
統括監視官

富山県高岡市伏木錦町11-15 0766-44-5125 0766-44-1267
富山県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

富山市新総曲輪1-7 076-441-2211
内線3022

076-441-2211
内線3019

金沢 重要港湾 開港

七尾 重要港湾 開港

福井県 敦賀 重要港湾 開港 福井県土木部港湾課
港湾管理グループ 福井市大手３－１７－１ 0776-20-0488

（直通） 0776-20-0660 大阪税関
敦賀税関支署 福井県敦賀市港町7-1 0770-22-0025 0770-24-2013

福井県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

福井市大手3-17-1 0776-22-2880
内線3022

0776-22-2880
内線3023

清水 特定重要港湾 開港

御前崎 重要港湾 開港

田子の浦 重要港湾 開港

名古屋 特定重要港湾 開港 名古屋港管理組合
港営部港営課 名古屋市港区入船１－８－２１ 052-654-7875 052-654-7829

名古屋税関
監視部
特別監視官
（第一）

名古屋市港区潮凪町67 052-398-4222 052-398-4228

衣浦 重要港湾 開港
愛知県衣浦港務所
総務課
管理・港営グループ

半田市11号地1番地の1 0569-21-2451
  (内 32) 0569-21-2459

三河 重要港湾 開港
愛知県三河港務所
総務課
管理・港営グループ

豊橋市神野ふ頭町3番地の9 0532-31-4155
  (内 222) 0532-31-4400

四日市 特定重要港湾 開港 四日市港管理組合
総務部港営課 四日市市霞２丁目１－１

（施設運営担
当）
0593-66-7014

（施設運営担
当）
0593-66-7049

尾鷲 重要港湾 開港

津松阪 重要港湾 開港

京都府 舞鶴 重要港湾 開港 京都府土木建築部
港湾課 京都市上京区下立売通新町西入藪ノ内町 075-414-5301 075-432-2074

大阪税関
舞鶴税関支署
統括監視官

舞鶴市松陰 0773-75-9912 0773-75-8857
京都府警察本部
生活安全部
生活安全企画課

京都市上京区下立売通釜座東入藪之内町
85-3-4

075-451-9111
内線3041 075-431-6445

大阪 特定重要港湾 開港 大阪市港湾局港営課 大阪市住之江区南港北１－１４－１６
大阪ＷＴＣビル４１階 06-6615-7757 06-6615-7729

大阪税関
監視部 特別審理官
（第１担当）

大阪市港区築港4-10-3 06-6576-3124 06-6572-4560

堺泉北 特定重要港湾 開港

阪南 重要港湾 開港

054-221-2389

059-224-3117

0725-21-7259

静岡県土木部
港湾管理室 静岡市追手町９－６ 054-221-3149

三重県県土整備部
港湾・海岸チーム 津市広明町１３番地 059-224-2691

029-301-4538

千葉県土木部
港湾振興課 千葉市中央区市場町1-1 043-223-3834 043-227-6115

新潟県港湾空港局
港湾課 新潟市新光町４－１ 025-280-5466

（直通）

茨城県土木部港湾課
経営管理グループ 水戸市笠原町978-6 029-301-4521

大阪府港湾局総務部
管理課 泉大津市なぎさ町６番１号 0725-21-7217

石川県土木部港湾課 金沢市鞍月１－１ 076-225-1746

福島県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

福島市杉妻町2-16 024-522-2151
内線3042 024-524-0899

茨城県警察本部
生活安全部
生活安全総務課

水戸市笠原町978-6 029-301-0110
内線3021 029-301-9565

千葉県警察本部
生活安全部
生活安全総務課

千葉市中央区市場町1-2 043-227-9131
内線3022

043-227-9131
内線3019

神奈川県警察本
部
生活安全部
生活安全総務課

横浜市中区海岸通2-4 045-211-1212
内線3041 045-201-6611

新潟県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

新潟市新光町4-1 025-285-0110
内線3041 025-284-7445

石川県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

金沢市鞍月1-1 076-225-0110
内線3032 076-225-0679

静岡県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

静岡市追手町9-6 054-271-0110
内線711-3031

054-271-0110
内線711-3019

愛知県警察本部
生活安全部
生活安全総務課

名古屋市中区三の丸2-1-1 052-951-1611
内線3042

052-951-1611
内線3049

三重県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

津市栄町１丁目100 059-222-0110
内線3022

059-222-0110
内線3019

大阪府警察本部
生活安全部
生活安全総務課

大阪市中央区大手前3-1-16 06-6943-1234
内線30261 06-6945-4453

076-225-1747

いわき市小名浜字辰巳町38-2 0246-92-5151 0246-54-1374

千葉市中央区中央港1-12-2 043-241-7346 043-247-6485

横浜税関
鹿島税関支署
統括監視官

茨城県鹿島郡神栖町大字東深
芝9 0299-92-2558 0299-92-2685

清水市日の出町9-1 0543-52-2419 0543-52-2430

東京税関
新潟税関支署
統括監視官

新潟市竜が島1-5-4 025-244-4836 025-243-6973

金沢市湊4-13 076-267-4490 076-268-7429

大阪税関
堺税関支署
統括監視官

堺市石津西町20 0722-44-4477 0722-44-6800

四日市市千歳町5-1 0593-52-3829 0593-55-9708

名古屋税関
豊橋税関支署
統括監視官
（広域取締部門担
当）

豊橋市神野ふ頭町3-11 0532-32-6566 0532-32-4201

名古屋税関
四日市税関支署
統括監視官

大阪税関
金沢税関支署
統括監視官

名古屋税関
清水税関支署
 統括監視官
（広域取締部門担
当）

横浜税関
千葉税関支署
統括監視官

横浜税関
小名浜税関支署
統括監視官

025-285-9375

福島県

茨城県

千葉県

神奈川県

新潟県

石川県

静岡県

愛知県

三重県

大阪府
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所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ
都道府県別 港湾管理者 管轄税関 管轄警察本部港湾名 港湾種別 開港区分

神戸 特定重要港湾 開港 神戸市みなと総局
経営部経営課 神戸市中央区加納町６丁目５番１号 078-322-5659 078-322-6135

神戸税関
監視部 特別審理官
（第１担当）

神戸市中央区新港町12-1 078-333-3052 078-333-3128

姫路 特定重要港湾 開港
神戸税関
姫路税関支署
統括監視官

姫路市飾磨区須加294 0792-35-4573 0792-35-8930

尼崎西宮芦屋 重要港湾 開港 神戸税関
尼崎税関支署 尼崎市南城内116-4 06-6481-6196 06-6481-6890

東播磨 重要港湾 開港
神戸税関
姫路税関支署
統括監視官

姫路市飾磨区須加294 0792-35-4573 0792-35-8930

和歌山下津 特定重要港湾 開港
和歌山県土木部港湾
空港振興局管理整備
課

和歌山市小松原通１－１ 073-441-3163 073-433-4839

日高 重要港湾 和歌山県日高振興局
建設部管理課 御坊市湯川町財部６５１ 0738-24-2931 0738-24-2932

鳥取県 鳥取 重要港湾 鳥取県土木部
空港港湾課 鳥取市東町１丁目220番地 0857-26-7380 0857-26-8310

鳥取県・島根県 境 重要港湾 開港 境港管理組合総務課 境港市大正町215
みなとさかい交流館３階 0859-42-3705 0859-42-3735

西郷 重要港湾

浜田 重要港湾 開港

三隅 重要港湾

宇野 重要港湾 開港

岡山 重要港湾

水島 重要港湾 開港
神戸税関
水島税関支署
統括監視官

倉敷市水島福崎町2-15 086-448-3377 086-444-3738

広島 特定重要港湾 開港
神戸税関
広島税関支署
統括監視官

広島市南区宇品海岸3-10-17 082-505-6921 082-505-6918

尾道糸崎 重要港湾 開港

福山 重要港湾 開港

呉 重要港湾 開港 呉市港湾部港湾管理課 呉市中央４丁目1-6 0823-25-3333 0823-25-1361
神戸税関
呉税関支署
統括監視官

呉市宝町9-25 0823-21-2232 0823-23-7775

下関 特定重要港湾 開港 下関市 下関市南部町１－１ 0832-31-1111 0832-33-0860
門司税関
下関税関支署
統括審理官

下関市東大和町1-7-1 0832-66-5154 0832-68-1784

徳山下松 特定重要港湾 開港
門司税関
徳山税関支署
統括監視官

徳山市港町6-35 0834-21-2540 0834-32-0463

岩国 重要港湾 開港
門司税関
岩国税関支署
統括監視官

岩国市新港町3-9-57 0827-21-7138 0827-29-0223

宇部 重要港湾 開港

小野田 重要港湾

三田尻中関 重要港湾 開港
門司税関
徳山税関支署
統括監視官

徳山市港町6-35 0834-21-2540 0834-32-0463

橘 重要港湾 開港 阿南土木事務所維持
管理課 阿南市富岡町あ王谷４６ 0884-24-4232 0884-24-4303

徳島小松島 重要港湾 開港 徳島小松島港開発事
務所管理課 徳島市南末広町６－３６ 088-653-8892 088-623-4036

坂出 重要港湾 開港 坂出市都市建設部港
湾課 坂出市室町２－３－５ 0877-44-5010 0877-44-0086

高松 重要港湾 開港 香川県土木部港湾課 高松市番町４－１－１０ 087-832-3549 087-831-2225

岡山県土木部
港湾課

兵庫県県土整備部土
木局港湾課 神戸市中央区下山手通５丁目１０－１ 078-362-4280

083-933-3810 083-933-3829

岡山市内山下２丁目４番６号 086-226-7484 086-227-5551

兵庫県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

神戸市中央区下山手通5-4-1 078-341-7441
内線3041 078-351-7842

和歌山県警察本
部
生活安全部
生活安全企画課

和歌山市小松原通1-1-1 073-423-0110
内線3022

073-423-0110
内線3019

鳥取県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

鳥取市東町1-220 0857-23-0110
内線3021 0857-29-3057

島根県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

松江市殿町8-1 0852-26-0110
内線3015 0852-24-9110

岡山県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

岡山市内山下2-4-6 086-234-0110
内線3030

086-234-0110
内線3019

広島県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

広島市中区基町9-42 082-228-0110
内線3031 082-222-7902

山口県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

山口市滝町1-1 083-933-0110
内線3014 083-922-8983

徳島県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

徳島市万代町2-5-1 088-622-3101
内線3031

088-622-3101
内線3019

香川県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

高松市番町4-1-10 087-833-0110
内線3032

087-833-0110
内線3019

広島県土木建築部
空港港湾局
空港港湾総室
港湾振興室

広島市中区基町10番52号 082-513-4033 082-223-2463

島根県土木部
港湾空港課 松江市殿町１番地 0852-22-6572 0852-31-6247

078-341-7711
  (内 447)

山口県土木建築部
港湾課港政班 山口市滝町1-1

大阪税関
和歌山税関支署
統括監視官

和歌山市築港6-22-2 073-428-3881 073-428-0095

境港市昭和町9 0859-42-3813 0859-42-3893

神戸税関
浜田税関支署 浜田市長浜町1785-16 0855-27-0366 0855-27-4180

神戸税関
境税関支署
統括監視官

神戸税関
宇野税関支署
統括監視官

玉野市宇野1-8-1 0863-31-5377 0863-32-1553

神戸税関
尾道糸崎税関支署
統括監視官

尾道市古浜町27-13 0848-23-3000 0848-22-5941

門司税関
宇部税関支署
統括監視官

宇部市新町10-33 0836-21-7391 0836-29-1017

神戸税関
小松島税関支署
統括監視官

小松島市小松島町字外開1-11 08853-2-0326 08853-2-2701

神戸税関
坂出税関支署
統括監視官

坂出市入船町1-6-10 0877-44-9211 0877-44-9213

兵庫県

和歌山県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県
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所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ
都道府県別 港湾管理者 管轄税関 管轄警察本部港湾名 港湾種別 開港区分

今治 重要港湾 開港 今治市産業部港湾管
理課 今治市片原町１－２ 0898-22-4120 0898-22-4121

神戸税関
今治税関支署
統括監視官

今治市天保山町1-3 0898-23-0031 0898-31-5545

宇和島 重要港湾 開港 愛媛県宇和島地方局
建設部管理課 宇和島市天神町７－１ 0895-22-5211 0895-22-4830

神戸税関
松山税関支署
統括監視官

松山市海岸通2426-5 089-951-0301 089-952-4225

（東港地区）
愛媛県西条地方局建
設部管理課

西条市喜多川７９６－１ 0897-56-1300 0897-55-4693

（壬生川地区）
愛媛県西条地方局丹
原土木事務所用地管
理課

周桑郡丹原町池田１６１１ 0898-68-7004 0898-68-4337

新居浜 重要港湾 開港 新居浜港務局港湾課 新居浜市一宮町１－５－１ 0897-65-1350 0897-32-3229
神戸税関
新居浜税関支署
統括監視官

新居浜市西原町2-7-55 0897-32-3405 0897-34-2834

（外港地区）
愛媛県松山地方局建
設部管理課ＦＡＺ港
湾管理係

松山市大可賀３丁目地先 089-951-5190 089-951-5191

（外港地区除く）
愛媛県松山地方局建
設部管理課管理第一
係

松山市北持田町１３２ 089-941-1111 089-921-4990

三島川之江 重要港湾 開港
愛媛県西条地方局伊
予三島土木事務所事
業管理課

伊予三島市宮川４－６－５３ 0896-24-4455 0896-23-5906
神戸税関
新居浜税関支署
統括監視官

新居浜市西原町2-7-55 0897-32-3405 0897-34-2834

高知 重要港湾 開港 高知港事務所
総務管理課 高知市弘北台２０－３２ 088-883-3710 088-883-3511

宿毛湾 重要港湾 宿毛土木事務所
用地管理課 宿毛市宿毛５３４２－７ 0880-63-2141 0880-63-0209

須崎 重要港湾 開港 須崎土木事務所
維持管理課 須崎市東古市町６－２６ 0889-42-1859 0889-42-1725

神戸税関
高知税関支署
統括監視官

高知市桟橋通5-4-55 088-832-6131 088-832-6132

北九州 特定重要港湾 開港 北九州市港湾局港営課 北九州市門司区西海岸1-2-7 093-321-5932 093-321-5915 門司税関
監視部 特別監視官 北九州市門司区西海岸1-3-10 093-332-8346 093-332-8408

博多 特定重要港湾 開港 福岡市港湾局
港営部港営課 福岡市博多区石城町13-13 092-282-7118 092-262-3958

門司税関
博多税関支署
統括監視官

福岡市博多区沖浜町1-22 092-263-8290 092-263-8258

苅田 重要港湾 開港 門司税関
監視部 特別監視官 北九州市門司区西海岸1-3-10 093-332-8346 093-332-8408

三池 重要港湾 開港 長崎税関
三池税関支署 大牟田市新港町1 0944-52-2526 0944-52-2600

伊万里 重要港湾 開港

唐津 重要港湾 開港

厳原 重要港湾 開港

郷ノ浦 重要港湾

長崎 重要港湾 開港

福江 重要港湾

佐世保 重要港湾 開港 佐世保市港湾部管理
課 佐世保市万津町3-5 0956-22-6127 0956-22-6149

長崎税関
佐世保税関支署
統括監視官

佐世保市干尽町4-1 0956-31-9149 0956-31-9474

熊本 重要港湾 開港

三角 重要港湾 開港

八代 重要港湾 開港

大分 重要港湾 開港

佐伯 重要港湾 開港

津久見 重要港湾 開港

中津 重要港湾

別府 重要港湾

油津 重要港湾 開港

細島 重要港湾 開港

宮崎 重要港湾

大分市大手町3-1-1 097-538-5714 097-537-0907

宮崎市橘通東2-10-1 0985-26-7188 0985-32-4459

0952-25-7315

熊本市水前寺6-18-1 096-381-8910 096-387-2461

095-821-9246

0952-25-7163

福岡市博多区東公園7-7 092-643-3674 092-643-3688

開港

東予 重要港湾

松山 重要港湾

愛媛県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

089-934-0110
内線3031

089-934-0110
内線3019松山市南堀端町2-2

高知県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

高知市丸ノ内2-4-30 088-826-0110
内線3012

088-826-0110
内線3019

福岡県警察本部
生活安全部
生活安全総務課

福岡市博多区東公園7-7 092-641-4141
内線3022

092-641-4141
内線3019

佐賀県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

佐賀市松原1-1-16 0952-24-1111
内線3022

0952-24-1111
内線3019

長崎県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

長崎市万才町4-8 095-820-0110
内線3030 095-829-0062

熊本県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

熊本市水前寺6-18-1 096-381-0110
内線3052

096-381-0110
内線3019

大分県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

大分市大手町3-1-1 097-536-2131
内線3022

097-536-2131
内線3019

宮崎県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

宮崎市旭1-8-28 0985-31-0110
内線3022

0985-31-0110
内線3019

福岡県土木部港湾課

佐賀県土木部港湾課 佐賀市城内1-1-59

長崎県土木部
港湾課管理班 長崎市江戸町2-13 095-824-3625

大分県土木建築部港
湾課

宮崎県土木部港湾課

熊本県土木部港湾課

神戸税関
今治税関支署
統括監視官

今治市天保山町1-3 0898-23-0031 0898-31-5545

神戸税関
松山税関支署
統括監視官

松山市海岸通2426-5 089-951-0301 089-952-4225

神戸税関
高知税関支署
統括監視官

高知市桟橋通5-4-55 088-832-6131 088-832-6132

門司税関
伊万里税関支署 伊万里市山代町久原2976－31 0955-28-2514 0955-20-2024

長崎県下県厳原町大字厳原東
里341-42 09205-2-1112 09205-2-1112

長崎税関
監視部 統括審理官 長崎市出島町1-36 095-828-8648 095-822-5387

門司税関
厳原税関支署

長崎税関
八代税関支署
統括監視官

八代市港町139 0965-37-1603 0965-37-0993

門司税関
大分税関支署
統括監視官

大分市大字海原字地浜916-5 097-521-2691 097-524-0067

門司税関
細島税関支署 日向市竹島町一番地 0982-52-1253 0982-52-1090

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県
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所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ 所属 所在地 電話 ＦＡＸ
都道府県別 港湾管理者 管轄税関 管轄警察本部港湾名 港湾種別 開港区分

鹿児島 重要港湾 開港

志布志 重要港湾 開港

川内 重要港湾 開港

名瀬 重要港湾

西之表 重要港湾

石垣 重要港湾 開港 石垣市都市建設部
港湾課 石垣市浜崎町３－４ 0980-82-4046 0980-83-1784

沖縄地区税関
石垣税関支署
統括監視官

石垣市浜崎町1-1-8 0980-82-4519 0980-82-3387

運天 重要港湾

金武湾 重要港湾 開港

中城湾 重要港湾 開港

那覇 重要港湾 開港 那覇港管理組合
総務課 那覇市通堂町２番１号 098-868-2578 098-868-2629 沖縄地区税関

特別審理官 那覇市港町2-11-1 098-862-8564 098-862-8012

平良 重要港湾 開港 平良市建設部港湾課 平良市下里１０８－１１ 0980-72-4876 0980-73-0634
沖縄地区税関
石垣税関支署
平良出張所

平良市字西里７－２１ 0980-72-2310 0980-72-2315

※　開港の区分のうち、空欄は不開港を示す。

参考
○　港湾の格付け
　　 重要港湾 港湾法第２条第２項 国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を有する港湾で政令で定めるものをいう。
　　 特定重要港湾 港湾法第２条第２項 重要港湾のうち国際海上輸送網の拠点として特に重要な港湾で政令で定めるものをいう。
　　 地方港湾 港湾法第２条第２項 重要港湾以外の港湾をいう。
　　 避難港 港湾法第２条第９項 暴風雨に際し小型船舶が避難のためてい泊することを主たる目的とし、通常貨物の積卸又は旅客の乗降の用に供せられない港湾で、政令で定めるものをいう。

○　開港の区分
　　 開港 関税法第２条第１項第１１号 貨物の輸出及び輸入並びに外国貿易船の入港及び出港その他の事情を勘案して政令で定める港をいう。
　　 不開港 関税法第２条第１項第１３号 港、空港その他これらに代わり使用される場所で、開港及び税関空港以外のものをいう。
　　※　不開港への出入（関税法第２０条第１項）
　　　　外国貿易船等の船長又は機長は、税関長の許可を受けた場合を除く外、当該外国貿易船等を不開港に出入させてはならない。但し、検疫のみを目的として検疫区域に出入する場合又は遭難その他やむを得ない事故がある場合は、この限り
      でない。

○　平成１４年４月１日現在の港湾の数
　　 特定重要港湾 ２２港（うち開港２２港）
　　 重要港湾 １０６港（うち開港８５港）
　　 地方港湾 ８９２港（うち開港１８港）
　　 （避難港 ３５港（うち開港０港））

計　１０２０港（うち開港１２５港）

【　地方港湾の状況　】
都道府県別 港湾名 避難港 都道府県別 港湾名

北海道 25港 松前、奥尻、えりも、椴法華、宗谷、天売 大阪府 6港
青森県 11港 尻屋岬、深浦 兵庫県 27港
岩手県 2港 和歌山県 13港
宮城県 8港 雄勝 鳥取県 4港
秋田県 2港 戸賀 島根県 77港
山形県 2港 鼠ヶ関 岡山県 37港
福島県 5港 久之浜 広島県 40港
茨城県 5港 山口県 23港
千葉県 5港 名洗、興津 徳島県 10港
東京都 16港 香川県 65港
神奈川県 4港 愛媛県 47港
新潟県 6港 二見 高知県 16港
富山県 1港 福岡県 5港
石川県 10港 輪島 佐賀県 7港
福井県 4港 鷹巣 長崎県 78港
静岡県 12港 下田 熊本県 51港
愛知県 12港 伊良湖 大分県 19港
三重県 17港 浜島 宮崎県 13港
滋賀県 4港 鹿児島県 161港
京都府 3港 沖縄県 39港

沖縄県土木建築部
港湾課 那覇市泉崎１－２－２ 098-866-2395 098-866-2468

099-286-5629

沖縄県警察本部
生活安全部
生活安全企画課

那覇市泉崎1-2-2 098-862-0110
内線3019

098-862-0110
内線3021

鹿児島県警察本
部
生活安全部
生活安全企画課

鹿児島市鴨池新町10-1 099-206-0110
内線3051

099-206-0110
内線3019

鹿児島県土木部港湾
課 鹿児島市鴨池新町10-1 099-286-3636

気仙沼

開港

柏崎

内浦

宮津

避難港

柴山
勝浦、由良
田後

開港

相生
新宮

七類

竹原、土生
萩、平生、山口 油谷

託間、丸亀

上川口、室津
大島
呼子

松浦、松島 脇岬
水俣

合計　４０都道府県　８９２港（開港１８港、避難港３５港）

喜入 大泊、古仁屋
安護の浦、船浮

佐賀関

099-269-3872
長崎税関
鹿児島税関支署
統括監視官

鹿児島市南栄5-10-5 099-260-3175

沖縄地区税関
沖縄税関支署
統括審理官

沖縄市胡屋2-4-29 098-933-0516 098-933-0508
沖縄県

鹿児島県
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国港管第３７９号
平成１３年７月１３日

各都道府県港湾担当部長
重要港湾以上の市町村港湾管理者 あて

印国土交通省港湾局管理課長

盗難車両の不正輸出防止を図るための埠頭の管理強化について

標記について、別添のとおり警察庁刑事局及び財務省関税局より協力依頼がありまし
たので通知します。
ついては、各港の実情に応じて当該埠頭の利用上の実態を踏まえつつ、警察、税関等

の関係機関及び港湾関係者による協議会の場等を通じ十分調整され、できる限りご協力
されるようお願いいたします。
また、貴都道府県管内の市町村管理に係る地方港湾の港湾管理者には、貴職よりこの

旨周知方お願いします。

資料３



- 2 5 -

別添

平 成 １ ３ 年 ７ 月 ６ 日

国土交通省港湾局管理課長 殿

警察庁刑事局捜査第一課長

財務省関税局監視課長

盗難車両の不正輸出防止を図るための埠頭の管理強化について

日頃、警察業務及び税関業務の遂行に、格別のご理解・ご協力を賜り、御礼

申し上げます。
さて、既にご承知のとおり、盗難車両の相当数が海外に不正輸出されている

現状を踏まえ、警察庁刑事局と財務省関税局は協議を行い協力体制を確保し、

本年２月から

○ 盗難車両に関する各種情報交換を積極的に行う

○ 税関は不正輸出の疑いが高い貨物について重点的に審査・検査する
○ 盗品が発見された場合は、共同して捜査・調査を行う

などの対策を実施しているところです。

また、これまで検挙した事件等から、盗難車両が旅具通関扱いにより携帯輸

出又は密輸出されていることが判明している現状を踏まえ、今般、上記対策に

加え

○ 不審外国貿易船等に関する情報交換を積極的に行う
○ 不審外国貿易船等入港時における不正輸出の取締まりの強化を図る

○ 埠頭内及び埠頭周辺におけるパトロール等の強化を図る

○ 中古車業者を通じた不審情報の収集を行う

、 。等の対策を実施し 盗難車両の海外流出の阻止を図っていくことと致しました

ついては、盗難車両の海外流出の阻止に向けて、上記対策の実効性を高め、

埠頭における水際チェック体制を強化するため、港湾管理者においても下記施
策の実施についてご協力を頂けるよう宜しくお取り計らい願います。

記

１ 盗難車両の不正輸出防止を図る観点から、埠頭周囲へのフェンスの設置、

埠頭出入口への鍵付ゲートの設置、夜間並びに土、日及び祭日における車両

、 。入場規制の掲示板の設置等 埠頭の管理強化を図るための対策を講じること

２ 上記１と同様の観点から、不審外国貿易船等の入港時の接岸場所の指定に
あたっては、同船舶を監視しやすい位置に接岸指定するとともに、当該不審

外国貿易船等の指定接岸場所に照明施設及び監視カメラの整備等を講ずるこ

と。
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平 成 1 5 年 ３ 月
国土交通省港湾局

国際的枠組の下での港湾施設のセキュリ
ティ対策の早急かつ的確な実施に向けて

● 国際的犯罪組織による各種犯罪の多発

◆ 密航請負組織による不法入国、盗難自動車の不正輸出

○ 港湾のセキュリティ確保の要請の高まり

◇ 関係機関との連携強化、巡回強化、フェンス・照明・監視カメラ等の設置

● 米国同時多発テロ事件の発生

（ ）02 ◇ 米国における海事保安法 2002The Maritime Transportation Security Act of
・ の成立（2002年11月25日）
12 ◇ ＩＭＯ（国際海事機関）における海上人命安全条約（ＳＯＬＡＳ条約）の

改正（2002年12月）

○ ＩＭＯにおいて改正されたＳＯＬＡＳ条約に基づく
港湾施設のセキュリティ対策の実施

港湾施設関係の国内措置の義務事項

２００４年７月１日までに、国際航海に従事する旅客船及び総トン数５０
０トン以上の貨物船が使用する港湾施設を対象に、港湾施設毎に、港湾施設
保安評価の実施、港湾施設保安計画の策定及び港湾施設保安責任者の配置等
を行うこと。

◇保安レベルの設定（船舶関係と共通）
・政府が設定。保安レベルは３段階（常時、保安事件のリスクが高まった
時、保安事件発生直前時 。）

◇港湾施設保安評価の実施
・政府又は政府から権限を付与された認定保安団体が実施（認定保安団体
が実施した場合には政府が承認）

・重要施設の特定、脅威の特定、対抗措置の特定、弱点の特定
・定期的な見直し

資料４
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◇港湾施設保安計画の策定
・施設管理者（施設管理者から委託を受けた認定保安団体は計画（案）の
策定が可能）が策定、政府が承認

・政府が設定する３段階の保安レベルに応じた、武器、危険物資等の港湾
施設や船舶への搬入防止措置、制限区域への不当な接近の防止措置、保
安の脅威への対応手順、避難手続、訓練手続、定期的な見直し 等

◇港湾施設保安責任者の任命
・港湾施設の保安計画の作成、実施、修正及び維持、並びに関係機関職員
との連絡調整について責任を持つ者の任命

◇訓練及び演習の実施
・策定した港湾施設保安計画の実効性を担保するための訓練及び演習を定
期的に実施

施設整備
・制限区域の設定、フェンス・照明・監視カメラ等の設置、光ファイバー

等を用いた海事関係機関との情報通信システムの整備 等

資料４
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自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチームの設置について

１ 趣 旨

「国際組織犯罪等対策に係る今後の取組みについて」（平成１３年８月２

９日国際組織犯罪等対策推進本部決定）に基づき、自動車の盗難及び盗難自

動車の不正輸出を防止するための総合的な対策について検討するため、自動

車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム（以下「プロジェクト

チーム」という。）を設置する。

２ 構成員

プロジェクトチームの構成員は、次のとおりとする。

警察庁生活安全局生活安全企画課長

警察庁刑事局刑事企画課長

警察庁刑事局捜査第一課長

財務省関税局監視課長

財務省関税局業務課長

経済産業省製造産業局自動車課長

経済産業省製造産業局産業機械課長（オブザーバー）

国土交通省総合政策局建設施工企画課長（オブザーバー）

国土交通省都市・地域整備局街路課長

国土交通省自動車交通局技術安全部管理課長

国土交通省自動車交通局技術安全部技術企画課長

国土交通省海事局港運課長

国土交通省港湾局管理課長

（社）日本損害保険協会

（社）日本自動車工業会

全国共済農業協同組合連合会

（社）全国警備業協会

（財）全国防犯協会連合会

（社）全国レンタカー協会

（社）全日本検数協会

（社）全日本駐車協会

（社）日本貨物検数協会

（社）日本建設機械工業会（オブザーバー）

日本自動車車体整備協同組合連合会

（社）日本自動車整備振興会連合会

（社）日本自動車販売協会連合会

資料５
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日本自動車輸入組合

（社）日本自動車連盟

（社）日本中古自動車販売協会連合会

（社）日本防犯設備協会

※ オブザーバー参画の構成員については、建設機械盗難対策に関し、

自動車盗難対策の一環として取り組む。

３ 関係者の出席

プロジェクトチームの会議には、必要に応じ、構成員以外の関係者の出

席を求めることができる。

４ 会議の庶務

プロジェクトチームの会議の庶務は、警察庁及び（社）日本損害保険協

会において処理する。
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自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム構成員

（平成１５年３月２６日現在）

警察庁生活安全局生活安全企画課長 吉 田 英 法

警察庁刑事局刑事企画課長 樋 口 建 史
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自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム会議 議事経過

第１回

平成１３年９月１８日（火） ○ 自動車盗難等の防止に関する官民合

同プロジェクトチーム設置要綱

○ 構成員メンバー

○ 作業スケジュール

第２回

平成１３年１０月２９日（月） ○ 作業スケジュール決定

○ 自動車盗難等防止行動計画（仮称）

のイメージ提示

○ 英国調査団報告書の説明ヒアリング

○ 民間から政府への施策要望説明

第３回

平成１３年１１月２８日（水） ○ 民間側要望に対する政府対応説明

○ 政府から民間に対する対策実施要望

説明

○ 政府側要望に対する民間対応説明

第４回

平成１３年１２月２５日（火） ○ 自動車盗難等防止行動計画の策定

第５回

平成１４年１月２３日（水） ○ 自動車盗難等防止行動計画

○ 国際組織犯罪等対策推進本部への報

告方法

○ 自動車盗難等防止行動計画に基づく

対策の進行管理

第６回

平成１４年３月２６日（火） ○ 国際組織犯罪等対策推進本部への報

告事項

○ ワーキンググループの設置

○ 省庁・団体の参画要請
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第７回

平成１４年１０月１５日（火） ○ 省庁・団体の主な取組み状況

○ 各ワーキンググループの検討状況

○ 建設機械盗難に対する取組み

第８回

平成１５年３月２６日（水） ○ 自動車盗難等防止行動計画策定後の

取組みと検証

○ 各ワーキンググループの検討状況

○ 埠頭の管理マニュアルの策定

○ 自動車盗難防止キャンペーンの基本

方針の確認


